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フォントを採用しています。

この報告書は、
針金を使わない

「ECO綴じ」にて
製本しています。

●	見通しに関する注意事項
 この「事業活動のご報告」に含まれる将来の業績などの記述は、現時点における情報に基づき判断されたものです。
 こうした記述は経営環境の変化などにより変動する可能性があり、当社としてその確実性を保証するものではありません。

●	2008年度から、金融商品取引法に基づく四半期報告制度が導入されましたが、こ
の「事業活動のご報告」では株主の皆様の利便性を考慮し、第2四半期（9月末）及び
第2四半期まで（4月～ 9月）の累計数値について、「中間」と記述しております。

第3四半期決算発表
2月上旬

株主通信（中間）送付
12月上旬

第1四半期決算発表
8月上旬

本決算発表・説明会
5月中旬

以上のほか、個人投資家向け説明会などを、随時実施しています。

定時株主総会、株主通信送付
6月下旬

第2四半期決算発表・説明会
11月上旬

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月
第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期

当社ホームページには、会社概要や事業内容、プレスリリースといった基本
情報はもちろん、環境・CSRの取り組みやキッズ向けページなど、石油・天
然ガスに関する幅広いコンテンツをご用意しています。また、文字拡大・縮
小機能や印刷ページ、お問い合わせフォームを設けるなど、使いやすさにも
配慮しています。
株主・投資家向けIRサイトでは、決算や過去の投資家向け資料だけでなく、
個人投資家の皆様向け情報や、関心の高い原油価格・為替などの情報、用
語集、さらにプレスリリース時などにメールでお知らせする配信サービスも
行っています。是非一度ご覧ください。

IRカレンダー

イクシス特設サイト

URL   h t tp : / /www. inpex.co . jp / 検 索

ホームページのご案内 In format ion

証券コード 1605
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上流事業の持続的拡大 Susta inable  Company

石油・天然ガスの上流事業を
通じて企業価値の持続的成長を
目指します。
世界のエネルギー需要は長期的に拡大する見通しであり、その中でも石油・天然ガスは世界の一次
エネルギー需要に占める比率が50%を超える（2040年時点）と予想されており、将来においても
需要なエネルギーソースと言えます。
中でも中国やインド、ASEAN諸国といった新興国において、経済発展に伴い急速にエネルギー需
要が増加しており、産油・産ガス国の資源ナショナリズムの台頭ともあいまって、世界における新規
埋蔵量の獲得は熾烈な競争環境下にあります。
このような環境のもと、当社の強みを活かし、石油・天然ガスの上流事業を通じ、エネルギーの安定
的かつ効率的な供給を実現することにより、企業価値の持続的成長を目指します。

全世界で展開する
25カ国
73プロジェクト

（2015年9月末時点）

グループオフィス
プロジェクト

Special Feature

アバディLNG プロジェクト
天然ガス埋蔵量の増大に伴う
開発規模の拡大

P9特集

埋蔵量 40.4※
億バレル

※確認埋蔵量及び推定埋蔵量の合計
（原油換算）

生産量 50.3万バレル／日
（原油換算）

■	地域別ネット生産量（2015年4月～ 2015年9月） ※原油換算

ユーラシア 6%
（3.2万バレル／日）

アジア・オセアニア
36%

（18.2万バレル／日）

日本 4%
（2.2万バレル／日）

米州 5%
（2.4万バレル／日）

合計
50.3万

バレル／日

中東・アフリカ
48%

（24.4万バレル
／日）

ネット生産量は、ADCO鉱区の権益を取得したこと
等により日量50.3万バレルとなりました。
埋蔵量は、主にイクシスの一部権益譲渡による当社
権益分の埋蔵量の減少により、確認及び推定埋蔵量
の合計は約40.4億バレルとなりました。

■	原油・天然ガス埋蔵量（2015年3月末）※原油換算

可採年数27.2年

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45

確認埋蔵量
24.3億バレル

推定埋蔵量
16.1億バレル

16.4年
億バレル

20120
1,000
2,000
3,000
4,000
5,000

出典：「IEA World Energy Outlook 2014, 新政策シナリオ」

━石炭　━原油　━天然ガス　━原子力　━水力
━バイオマス　━その他再生可能エネルギー

（百万トン（石油換算））

20252020 2030 2035 2040

石油
32.6％

再生可能エネルギー
2.5%

天然ガス
23.7％

石炭
30.0％

原子力
4.4％

水力
6.8％

合計
129.3億トン

原油換算

出典：「BP Statistical Review of World Energy 2015」

世界のエネルギー需要
国際エネルギー機関（IEA）の2040年までの世界の一次エネルギー需要を展望したレポートによれば、原
子力や再生可能エネルギーも増加する見通しですが、石油・天然ガスは引き続き一次エネルギーの中で中
心的役割を担うと予想されています。
環境への配慮から、特に天然ガスへの期待が大きくなっています。
■	世界の燃料源別一次エネルギー需要 ■	世界の一次エネルギー消費量（2014年）

エネルギーの未来を
牽引するＩＮＰＥＸの強み

バランスのとれた
ポートフォリオと豊富な

埋蔵量・資源量
25カ国73プロジェクト

（2015年9月末時点）、
確認・推定埋蔵量40.4億バレル※

（原油換算）

2

力強い成長シナリオ
イクシス/アバディの2つの

大型LNGプロジェクトをオペレーター
（操業主体）として推進

1

天然ガスの
ガスサプライチェーン

約1,400kmの
国内ガスパイプラインネットワークと

直江津LNG基地の保有

3

強固な財務基盤
自己資本比率67.5％、

純有利子負債比率
マイナス1.2％

（2015年9月末時点）

4

原油・天然ガスの生産量及び埋蔵量

※2015年3月末時点

ロンドン
（英国）

オスロ
（ノルウェー）

アブダビ
（UAE）

パース
（オーストラリア）

ダーウィン
（オーストラリア）

ジャカルタ
（インドネシア）

クアラルンプール
（マレーシア）

シンガポール
（シンガポール）

リオデジャネイロ
（ブラジル）

カラカス（ベネズエラ）

パラマリボ
（スリナム）

ヒューストン（米国）

カルガリー（カナダ）

中東・
アフリカ

アジア・
オセアニア

米州

日本

ユーラシア
（欧州・NIS諸国）
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当中間期は前年同期と比較し、原油販売量の増
加及び円安による増益効果はあったものの、原油価
格及びガス価格の下落により、連結売上高は
14.5%減収の5,670億円となり、親会社株主に帰
属する純利益は、前年同期比48.7%減益の454億
円となりました。

原油価格については、米国、OPEC諸国での高い
原油生産水準等を背景とした需給緩和の下、全体と
して下落基調となりました。当社が指標とするブレン
ト原油の価格は、期初時点の1バレル57米ドルから
5月に一時60米ドル台後半まで上昇したものの、8
月以降は下落基調に転じ、当中間期末（9月末）には
50米ドルをやや割り込む水準となりました。一方、足
元では、米国の原油生産量が頭打ちになるなど、世
界的な原油の供給過剰状態が引き締まりに転じる
兆しもあり、原油価格を巡る状況は一層不透明さを
増しています。

当社グループは、先にお話しした通り原油価格
の低迷に対する取り組みとして、短期的な市況動
向の変化にはコスト削減等により業績への影響を最
小化すべく努力する一方で、「INPEX中長期ビジョ
ン」に掲げた成長目標の実現に向け、長期的な成
長に向けた取り組みをぶれることなく行っています。

まず、成長目標の第1の柱である「上流事業の
持続的拡大」として、オーストラリアのイクシス
LNGプロジェクトについてご説明します。

2012年1月に行った最終投資決定後、世界各地
において開発作業を進めてまいりましたが、本年9
月にお知らせしましたとおり、今後の建設作業スケ
ジュールを詳細に検証した結果、生産開始予定を
当初の2016年末までから2017年第3四半期（7
月から9月）に見直しました。生産開始スケジュー
ルの変更等による投資額の増加率は10％程度にと
どまる見込みです。 他方、プラス面としては、
LNG生産能力が当初の年産約840万トンから年産
約890万トンへ約6％増加する見通しとなりました。

当中間期の進捗として、2015年9月時点での本
プロジェクトの開発作業進捗率は約78％に達して
います。具体的な作業内容としまして、本年4月に
世界最大規模の沖合生産・処理施設（CPF）及び

沖合生産・貯油出荷施設（FPSO）のトップサイド
モジュールの据え付け作業を開始し、9月にはCPF
の進水を行いました。また、陸上ガス液化プラント
については、中国、フィリピン、タイのヤードにて
200以上のモジュールを製作し、順次ダーウィンへ
輸送し、搬入・据え付けを実施中であり、10月時
点で既に約6割のモジュールがダーウィンへ到着し
ています。また陸上プラントサイトでは、並行して
LNG、LPG、コンデンセートの貯蔵タンク、出荷
設備などを建設しています。さらに、イクシスから
ダーウィンまでの全長約890kmのガス輸送パイプ
ラインは、敷設作業を11月初旬に無事完了しまし
た。その他、海底生産設備の設置を開始し、生産
井の掘削については掘削リグを2基投入し、作業を
継続中です。引き続き安全の確保を最優先に、鋭
意開発作業を遂行してまいります。

インドネシアのアバディLNGプロジェクトについて
は、2013年6月から2014年4月にかけて掘削した
評価井3坑の結果からアバディガス田の天然ガス埋
蔵量が当初想定を上回ることが確認され、当初検
討していた段階的開発に替えて、LNG年産750万
トン規模のフローティングLNG （Floating LNG：浮
体構造に天然ガス液化・貯蔵・出荷設備を搭載し

当社を取り巻く事業環境については、本年6月に
2030年度の電源構成案が政府より発表され、ま
た、その後8月には東日本大震災後に定められた新
規制基準に基づく初めての原子力発電所が再稼働
するなど、大きな節目を迎えた時期でした。今後、電
源構成に占める原子力発電の比率は足元より増加
すると考えられますが、安全に、安定的に、また持続
的にエネルギーを供給するという観点から、引き続
き石油・天然ガスは重要なエネルギーに位置づけら
れると認識しています。

こうした状況において当社グループは、油価下落
による業績への影響を最小化すべく、思い切ったコ
スト削減や投資の効率化に取り組んでまいりまし
た。既に当中間期において、こうした取り組みの効
果が生まれつつあります。今後とも、コスト削減や投
資の効率化を更に推し進め、一層の経営努力を継続
してまいります。

連結業績ハイライト（中間）

5,670億円
（前年同期比14.5%減）

売上高

2,588億円
（前年同期比29.8%減）

経常利益

454億円
（前年同期比48.7%減）

親会社株主に帰属する純利益

トップメッセージ Top Message

当中間期の業績、事業環境を振り返って01 主要プロジェクトの進捗02

代表取締役社長 北村 俊昭

株主の皆様には
平素より格別のご高配を賜り、
厚く御礼申し上げます。
当中間期の当社グループの
業績につきまして、ご報告申し上げます。

イクシスLNGプロジェクト CPF進水の様子

イクシスLNGプロジェクト LNG貯蔵タンク建設の様子

た施設）による開発とすることが最適であると判断
し、改定開発計画を本年9月にインドネシア政府へ
提出しました。
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当社は、イクシスの生産開始前は多額の投資資金
を必要とすることから、コスト削減努力を進めつつ
引き続き軸足を成長投資に置いています。

一方、株主還元については、持続的な企業価値向
上のための投資と、株主の皆様への還元とのバラン
スを図っていくという基本方針に則り、2016年3月
期の配当金は前期水準を据え置き、中間配当金を1

株当たり9円とし、期末配当金についても1株当た
り9円、中間と期末を合わせた年間の配当金は、1
株当たり18円とすることを予定しています。　なお、
イクシスの生産開始後は、海外の上流専業企業トッ
プクラスの水準を意識しながら適切な株主還元を
図っていきたいと考えています。

前述のとおり、2015年3月期後半からの原油価

格の急落を受け、当社グループとして進めるべき投
資・プロジェクトと、投資・コスト削減やスケジュー
ル調整をするものとの区別を行い、厳しい市場環境
に対応しながら全社一丸となって、引き続き事業の
推進に努力してまいりますので、これまでと変わらぬ
ご支援を賜りますよう、宜しくお願い申し上げます。

そのほか、本年4月には生産プロジェクトである
アブダビのADCO鉱区の取得に加え、5月にはオー
ストラリア西豪州沖合 コニストン油田からの原油の
生産を開始し、それぞれにおいて順調に生産して
います。探鉱プロジェクトについて、マレーシア サ
バ州沖深海R鉱区における試掘井掘削の結果、複
数の地層に渡って合計約70メートルの油層を発見
の旨、本年4月にお知らせしました。また、本年6
月には新潟県の南桑山油田において、新規油層を
発見しました。今後データの解析・評価を行うとと
もに、商業生産の可能性を検討していく予定です。

成長目標の第2の柱である「ガスサプライチェー
ンの強化」に関し、直江津LNG基地は、2013年
12月の稼働開始以来順調に操業を行っており、富
山ラインは2016年の供用開始に向け建設工事を
進めています。また、2016年4月の電力小売全面
自由化に向け、都市ガス事業者の方々のニーズに
柔軟にお応えできるよう、電力卸販売への新たな
取り組みに着手しました。

第３の柱である「再生可能エネルギーへの取り組
み強化」として、本年６月に、インドネシア　サルー
ラ鉱区において、出力約３３万キロワットとなる世界
最大規模の地熱発電事業へ参画しました。また北

海道・秋田県・福島県においても地熱の事業化の
ための取り組みを進めており、１０月には北海道阿
女鱒岳地域において仮噴気試験を行っています。
当社は今後も、社会に貢献する総合エネルギー企
業として、再生可能エネルギーへの取り組みも強化
してまいります。

※ 2013年10月1日を効力発生日として普通株式1株につき400株の割合で株式分割を行っております。各年度の1株当たり純利益及び配当金は、当該株式分割の影響を考慮した遡及修正後の金額となっております。

トップメッセージ Top Message

株主還元について03
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800800
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（予想）
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2015年3月期
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2014年3月期
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■中間　■通期
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6,000
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3,6843,684

2014年3月期

7,500

2016年3月期
（中間）

2,588
5,751
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■中間　■通期

売上高 営業利益 経常利益

親会社株主に帰属する純利益／1株当たり純利益※ 総資産／純資産 1株当たり配当金※／配当性向（連結）

サルーラ地熱IPP事業

イクシスLNGプロジェクト FPSO建造作業の様子
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その 他

生産・開発

子会社　インペックス南西サバ沖石油株式会社を通じて、マレー
シア サバ州沖深海R鉱区における試掘井掘削の結果、複数の
地層に渡って、合計約70メートルの油層を発見しました。

探 鉱  2015.4
マレーシア	サバ州沖深海R鉱区における油層の発見

注：それぞれのトピックスは、プレス発表を行った月に記載しております。

鉱区位置図

子会社　インペックス ジオサーマル サルーラ社を通じ、
インドネシアにおけるサルーラ地熱IPP*事業へ参画する
ことについて、同事業の共同出資者である伊藤忠商事
株式会社、九州電力
株式会社、インドネシ
アのメドコ・パワー・
インドネシア社、米国
のオルマット・テクノ
ロジーズ社と合意しま
した。

その他  2015.6
インドネシア	
サルーラ地熱IPP事業への参画

生産  2015.5
オーストラリア西豪州沖合
コニストン油田の
原油生産開始
子会社　アルファ石油株式会
社を通じて、オーストラリア西
豪州沖合WA-35-L鉱区及び
同鉱区北部に隣接するWA-
55-L鉱区に跨るコニストン油
田の開発作業を進めておりま
したが、5月10日に同油田か
らの原油生産を開始しました。

探 鉱  2015.7
山口県及び島根県沖合における
試掘調査の実施について
－資源エネルギー庁から海上基礎試錐を受託

子会社　JODCO Onshore Limited
を通じて、アブ ダビ 首 長 国 陸 上 の
ADCO鉱区の5％の参加権益を取得
し、2015年 1月1日からの40年間を

契約期間とする利権
契約を同国政府及び
アブダビ国営石油会
社と締結しました。

生産  2015.4
アラブ首長国連邦	アブダビ首長国
陸上ADCO鉱区の権益取得

アブダビアブダビ

シャナヤル油田
フジャイラ

ルマイサ油田
アルジャン油田
サヒール油田

アサブ油田

原油パイプライン
生産油田
未開発油田

原油パイプライン
生産油田
未開発油田

UAE

クサーウィラ油田クサーウィラ油田

シャハー油田シャハー油田

フワイラ油田

バブ油田

ジュメイラ油田ジュメイラ油田
ウワイサ油田ウワイサ油田

アルダビーヤ油田

ブハサ油田

ビダアル
ケムザン
油田

メンデル油田メンデル油田

その他  2015.7
都市ガス事業者向けの
電力卸販売に関する
基本合意書の締結

その他  2015.7
JOGMEC
技術ソリューション事業
（フェーズ2）
「セラミック膜による
随伴水処理技術の
小規模実証試験」の受託

その他  2015.8
当社子会社インペックス
ロジスティクス株式会社による
太陽光発電所の竣工

その他  2015.8
カナダブリティッシュ
コロンビア州での
シェールガス開発技術に係る
共同研究を開始

開発  2015.9
オーストラリア	イクシス	LNGプロジェクト
沖合生産・処理施設（	CPF	）の
進水について
本年9月19日にイクシスLNGプロジェクトの
主要施設の一つであるCPFが建造地の韓国
ゴジェのドライドックから進水しました。 CPFの進水

開発  2015.9
インドネシア	アバディLNG	プロジェクト（マセラ鉱区）
天然ガス埋蔵量の増大等に伴う改定開発計画の提出
子会社　インペックスマセラアラフラ海石油株式
会社を通じて、インドネシアアラフラ海マセラ鉱区
においてアバディLNG プロジェクトの開発準備
作業をオペレーターとして実施しており、アバディ
ガス田の天然ガス埋蔵量増大等を踏まえて、本プ
ロジェクトに係る現行開発計画の改定をインドネ
シア政府へ提出し、現在協議を行っています。改
定開発計画では、液化天然ガス（LNG）年産750 
万トン規模の処理能力を有するフローティングLNG（Floating 
LNG: 浮体構造に天然ガス液化・貯蔵・出荷設備を搭載した
施設）を採用して、アバディガス田の開発を行う計画です。

ダーウィンダーウィン

オーストラリア

チモール海
共同石油
開発地域

インドネシア

アラフラ海

タニンバル諸島タニンバル諸島
サムラキ

東チモール東チモール

200km0 100

マセラ鉱区

アバディガス田

当社は、新潟県の南桑山油田において探掘井を
掘削した結果、厚さ計約24メートルの新規油層
を発見しました。

探 鉱  2015.6
新潟県	南桑山油田における新規油層の発見

IPP*（Independent Power 
Producer）：独立系発電事
業者

サルーラ
地熱IPP事業の

ロケーション

カリマンタン島カリマンタン島
スマトラ島スマトラ島

スラウェシ島

西パプア州ジャワ島

ジャカルタジャカルタ

メダンメダン
マレー半島マレー半島

スマトラ島スマトラ島

200km0

サルーラ鉱区

トピックス Topics

コタキナバル

マレーシア

R鉱区

ブルネイ・ダルサラーム国
ボルネオ島

100km0 50

ボルネオ島ボルネオ島

ジャワ島スマトラ島

マレー半島

五泉市

長岡市

上
越
新
幹
線

信
濃
川

北陸
自動
車道

磐越自動車道

新潟市

日本海

柏崎市

20km0

南桑山-3号井

探 鉱

イクシスLNGプロジェクトの生産開始
予 定を当 初 の 2016年 末まで から
2017年第3四半期（7月-9月）に見直
し、また、本プロジェクトのLNG生産能
力が当初の年産約840万トンから年産
約890万トンへ約6％増加する見込み
となりました。また、生産開始スケジ
ュールの変更等により、本プロジェクト
の投資額も増加することが見込まれま
すが、増加率は10％程度にとどまる見
込みです。

開発  2015.9
オーストラリア
イクシスLNGプロジェクト生産開始
スケジュール	及び
LNG生産能力増加について

生産  2015.9
八橋油田北部地区における
調査井の掘削計画について

4月
April 

5月
May

6月
June

7月
July

8月
August

9月
September

2015
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アバディガス田は、インドネシア領アラフラ海の海上に位置し、ガス層の分布面積が
1,000km2を超える大型ガス田です。

当社は1998年11月、インドネシア政府による公開入札によりマセラ鉱区の100%権益を取得
しました。その後、オペレーターとして探鉱作業を推進し、2000年に掘削した試掘第1号井によ
りアバディガス田を発見しました。その後、合計6坑の評価井掘削作業を実施し、いずれもガス・
コンデンセート層の広がりを確認しました。

2010年12月に、年間250万トンのLNGを生産可能なフローティングLNG（Floating LNG
（FLNG）: 浮体構造に天然ガス液化・貯蔵・出荷設備を搭載した施設）方式でアバディガス田を
開発する第一次開発計画（POD-1）について、インドネシア政府より承認を得ました。同計画に基
づき、当社は、2012年11月から2014年11月にかけて、海底生産設備及びFLNGの基本設計
作業（FEED: Front End Engineering and Design）を実施しました。

またFEED作業と並行し、2013年6月から2014年4月にかけて同ガス田にて掘削した評価井
3坑の結果から、天然ガス埋蔵量が当初想定を上回る規模であることが確認され、インドネシア
政府から認証を取得しました。これらを踏まえ開発計画の最適化を行い、当初の段階的開発に替
えて、LNG年産750万トン規模のFLNGによる開発とすることが最適であると判断し、本年9月、
改定開発計画をインドネシア政府に提出しました。今後インドネシア政府による改定開発計画の
承認を経て、プロジェクトパートナーであるシェル社と共に、改定開発計画に基づくFEED作業を
実施する予定です。

FLNGによる開発方式は陸上LNGプラントに比べ、パイプラインの敷設や生産プラント建設の
ための敷地造成等が不要なことから環境負荷が小さく、コスト面でもメリットがあると考えられま
す。また、LNG年産250万トンから750万トンへと生産規模を大幅に拡大することにより、スケー
ルメリットを活かした経済性の向上も期待しています。当社は、インドネシア政府をはじめとする
同国関係者、及び、その他プロジェクト関係者のみなさまのご理解とご協力を得ながら、本プロ
ジェクトの早期生産開始を目指して、引き続き、最大限努力してまいります。

当社では、株主及び個人投資家の皆様へのIR活動の充実を図
るべく、本年8月29・30日に東京ビッグサイト（東京都江東区）に
て開催されました「日経IR・投資フェア2015」へ参加し、ブースの
出展のほか、副社長由井誠二による当社グループの事業内容と
成長戦略について説明会を実施致しました。

同フェアへは2日間でのべ約16,000名の来場者が訪れ、当社
の展示ブース、説明会へ多くの皆様にお越しいただき、特に当社
会社説明会へは約100名の方々にご参加いただき、投資家の皆
様のご関心の高さを実感致しました。ご来場いただきました株主
の皆様へは、本紙面を通じ厚く御礼を申し上げます。

展示ブースの様子

アニュアルレポート2015は、
当社ウェブサイトでもご覧いただくことができます。
http://www.inpex.co.jp/ir/library/annual_report.html

ＩＲインフォメーション IR  In format ion特集 アバディLNGプロジェクト Specia l  Feature  

日経 IR・投資フェア2015へ参加

アニュアルレポート2015では、当社の成長ドライバーである
イクシスLNGプロジェクトの作業進捗状況、本年4月に新規
取得したアラブ首長国連邦のADCO鉱区について、また原油
価格下落への取り組みなどをご紹介するとともに、当社の事
業内容、事業環境及び成長戦略について総合的にお伝えして
います。是非ご覧ください。

当社では、株主の皆様からのご意見を経
営に活かすとともに、今後のIR活動の充実を
図るべく、「株主アンケート」を実施していま
す。お手数ではございますが、同封の「株主
アンケート」にご協力いただけますようお願
い申し上げます（ウェブサイトからもご回答い
ただけます。方法は同封のアンケートハガキ
をご覧ください）。皆様からの返信数に応じ、
社会貢献団体（「公益信託 経団連自然保護
基金」または「日本赤十字社 東日本大震災
義援金」の中から、株主の皆様にお選びいた
だけます。）への寄付を行います。

株主アンケートにご協力ください！

「アニュアルレポート2015」を発行しました

アバディ
LNGプロジェクト
天然ガス埋蔵量の
増大に伴う
開発規模の拡大

Specia l  Feature  

ダーウィン

オーストラリア

チモール海
共同石油
開発地域

インドネシア

アラフラ海

タニンバル諸島
サムラキ

東チモール東チモール

200km0 100

マセラ鉱区

アバディガス田

鉱区位置図
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詳しくは INPEX IR 検 索 http://www.inpex.co.jp/ir/financial/index.html詳しくはこちらのアドレスよりご覧ください。

0

10,000

30,000

20,000

50,000

40,000 流動資産
9,598

有形固定資産
16,830

無形固定資産
5,879

無形固定資産
5,879
投資

その他の資産
12,908

負債
11,916

純資産
33,300

総資産
45,216

総資産
44,991

前期末
2015年3月31日

当第2四半期末
2015年9月30日

（億円）

流動資産
13,424

有形固定資産
14,976

無形固定資産
4,587

無形固定資産
4,587
投資

その他の資産
12,003

負債
12,104

純資産
32,887

連結貸借対照表の概要

連結損益計算書の概要

0

2,500

5,000

7,500

■ 前第2四半期（2014年4月1日～2014年9月30日）
■ 当第2四半期（2015年4月1日～2015年9月30日）

親会社株主に帰属する
四半期純利益

経常利益営業利益売上高

5,670

2,467 2,588

454

6,631

3,467 3,684

887

（億円）

POINT1

5

7

2

3

6

4

1 総資産は4兆5,216億円で、前期末比225
億円の増加となりました。その主な要因は、
設備投資による有形固定資産などの増加
です。

2 負債は1兆1,916億円で、前期末比187億
円の減少となりました。その主な要因は長
期借入金の返済によるものです。

3 純資産は3兆3,300億円で、前期末比413
億円の増加となりました。その主な要因は、
親会社株主に帰属する純利益の計上など
です。

4 当第2四半期の売上高は5,670億円で、前
年同期比961億円の減少となりました。そ
の主な要因は販売量の増加はあったもの
の、原油価格の下落によるものです。

5 営業利益は2,467億円で、前年同期比
999億円の減少となりました。その主な要
因は売上高の減少に加え、円安による売上
原価の増加などによるものです。

6 経常利益は2,588億円で、前年同期比
1,096億円の減少となりました。その主な
要因は営業利益が減少したことによるもの
です。

7 当第2四半期の親会社株主に帰属する四
半期純利益は454億円で、前年同期比
432億円の減少となりました。

0

1,000

2,000

3,000

4,000

現金及び
現金同等物の
期末残高
909

2,609

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び
現金同等物に

係る
換算差額等
△15

現金及び
現金同等物の
期首残高

投資活動による
キャッシュ・フロー
△3,131

当第2四半期 2015年4月1日～2015年9月30日

469

（億円） 営業活動による
キャッシュ・フロー

976

連結キャッシュ・フロー計算書の概要 POINT

10 11

9

8 8 営業活動の結果得られた資金は976億円で、前年
同期比215億円の減少となりました。

9 投資活動の結果使用した資金は3,131億円で、前
年同期比1,988億円の増加となりました。その主
な要因はイクシスLNGプロジェクトの開発の推進
や権益取得などの支出の増加によるものです。

10 財務活動の結果得られた資金は469億円で、前年
同期比437億円の増加となりました。その主な要
因は非支配株主からの払込みによる収入の増加な
どです。

11 当中間期末の現金及び現金同等物の残高は909
億円で、前期末比1,700億円の減少となりました。

当期（2015年度）の業績見通し※1

売上高 1兆690 億円 （前期比 8.7%減）

経常利益 4,340 億円 （前期比 24.5%減）

親会社株主に帰属する純利益 700 億円 （前期比 10.0%減）

1株当たり配当金 中 間 9 円/株
期 末 9 円/株（予想）

2013年
3月期

2014年
3月期

2015年
3月期

2016年
3月期

中間配当
（円） 8.75 9.0 9.0 9.0

期末配当
（円） 8.75 9.0  9.0 9.0

（予想）

年間配当
（円） 17.5 18.0  18.0 18.0

（予想）

配当性向：
連結（％） 14.0 14.3  33.8 37.6

（予想）

37.637.6

17.5 18.0 18.0 18.0

2016/3
（予想）

33.833.8

2015/3

14.014.0 14.314.3

2013/3 2014/3
0

12

24

36

0

12

24

36
（円） （％）■■年間配当

　　配当性向：連結

中間配当について　本年11月10日開催の取締役会において本年9月30日を基準日として1株当たり9円の中
間配当を本年12月1日を効力発生日として行うことを決議いたしました。なお、甲種類株式1株についても3,600
円の中間配当を行うことを併せて決議しております。

連結財務諸表（要約版） Consol idated  F inancia l  S tatements

※1 業績の見通しの前提となる原油価格はブレント油価53.7米ドル/バレル、為替レート
は120.9円/米ドルとして試算しております。

※2 2013年10月1日を効力発生日として普通株式1株につき400株の割合で株式分割を
行っております。各年度の1株当たり配当金は、当該株式分割の影響を考慮した遡及
修正後の金額となっております。

1株当たり配当金の推移※2
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9 月末終値
1,063.5 円
9月末終値
1,063.5 円

━北海ブレント油価　━日経平均　━TOPIX　━当社株価
社 名 国際石油開発帝石株式会社

INPEX CORPORATION
本 社 東京都港区赤坂5-3-1　赤坂Bizタワー

（総合受付：32階）
設 立 2006（平成18）年4月3日
資 本 金 2,908億983万5,000円
従 業 員 数 3,381名（連結）
事 業 内 容 石油・天然ガス、その他の鉱物資源の調査、探鉱、開発、生産、

販売及び同事業に付帯関連する事業、それらを行う企業に対
する投融資

U R L http://www.inpex.co.jp/
主 な 事 業 所

国内事業所 東京、秋田、新潟、千葉
グ ル ー プ
海外オフィス

米国、カナダ、英国、ブラジル、ベネズエラ、スリナム、マレー
シア、オーストラリア、インドネシア、シンガポール、アラブ首
長国連邦（ＵＡＥ）、ノルウェー
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監査役会 経営諮問委員会
CSR委員会

コンプライアンス委員会
コーポレートHSE委員会
情報セキュリティ委員会

IVAS審査会

株主総会

取締役会

社長
経営会議

会社概要

代 表 取 締 役 会 長 黒田　 直樹 取締役（非常勤） 佐藤　　 弘 常 勤 監 査 役 山本　 一雄
代 表 取 締 役 社 長 北村　 俊昭 取締役（非常勤） 香川　 幸之 常 勤 監 査 役 外山　 秀行
取締役 副社長執行役員 経営企画本部長、コンプライアンス担当 由井 　誠二 取締役（非常勤） 加藤　 晴二 常 勤 監 査 役 角谷　 講治
取締役 副社長執行役員 技術本部長、ＨＳＥ担当 佐野 　正治 取締役（非常勤） 安達　 博治 監査役（非常勤） 山下　 通郎
取締役 常務執行役員 マセラ事業本部長 菅谷 俊一郎 取締役（非常勤） 岡田　 康彦 監査役（非常勤） 舩井　　 勝
取締役 常務執行役員 財務・経理本部長 村山 　昌博
取締役 常務執行役員 イクシス事業本部長 伊藤 　成也
取締役 常務執行役員 総務本部長 田中 　　渡
取締役 常務執行役員 天然ガス供給本部長 池田　 隆彥
取締役 常務執行役員 新規プロジェクト開発本部長 倉澤 　由和

取締役・監査役

組織図

※1： 取締役 佐藤弘、同 香川幸之、同 加藤晴二、同 安達博治及び同 岡田康彦の各氏は、会社法第2条
第15号に定める社外取締役であります。

※2： 監査役 外山秀行、同 角谷講治、同 山下通郎及び同 舩井勝の各氏は、会社法第2条第16号に定め
る社外監査役であります。

※3： 当社は、取締役 佐藤弘、同 香川幸之、同 加藤晴二、同 安達博治、同 岡田康彦、監査役 外山秀行、
同 角谷講治、同 山下通郎及び同 舩井勝の計9名を、株式会社東京証券取引所が定める独立役員
として届け出ております。

株式の状況

株 主 名 持株数（株） 持株比率（％）※

経済産業大臣 276,922,800 18.94
石油資源開発株式会社 106,893,200 7.31
三井石油開発株式会社 48,154,000 3.29
JXホールディングス株式会社 43,810,800 3.00
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 42,652,000 2.92
ＣＢＮＹ－ＧＯＶＥＲＮＭＥＮＴ ＯＦ ＮＯＲＷＡY 41,775,153 2.86
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 41,594,600 2.84
ステート ストリート バンク アンド トラスト カンパニー 505223 31,938,009 2.18
ジェーピー モルガン チェース バンク 385632 28,173,580 1.93
ザ バンク オブ ニユーヨーク メロン エスエーエヌブイ 10 22,349,853 1.53

大株主（普通株式）の状況

■ 金融機関
   （信託口を含む） 15.41％
 人数 ：98名
 株式数 ：225,406,547株

■ 自己名義株式 0.13％
 人数 ：1名
 株式数 ：1,966,400株

■ 経済産業大臣※2 18.94％
 人数 ：1名
 株式数 ：276,922,800株

■ 個人その他 2.76％
 人数 ：40,770名
 株式数 ：40,344,856株

■ 外国法人等 45.25％
 人数 ：747名
 株式数 ：661,709,467株

■ 証券会社  1.19％
 人数 ：54名
 株式数 ：17,382,708株

■ その他国内法人 16.32％
 人数 ：347名
 株式数 ：238,590,822株

※１ ：  割合は株式数の発行済株式総数（普通株式）に対する割合であります。　※２ ：経済産業大臣の保有株式数には、甲種類株式は含まれておりません。

※ 発行済株式総数（普通株式）に対する割合

株式の分布状況※1

◦ 事業年度 4月1日から翌年3月31日まで
◦ 定時株主総会 6月開催
◦ 基準日 定時株主総会　3月31日

その他必要があるときは
予め公告して設定します。

◦ 配当金受領 
株主確定日

期末配当　3月31日
中間配当　9月30日

◦ 公告方法 日本経済新聞に掲載する
方法により行います。

◦ 上場金融商品取引所 東京証券取引所 （市場第一部）
◦ 売買単位 100株

◦ 株主名簿管理人・ 
特別口座管理機関

みずほ信託銀行株式会社

◦ 同事務取扱場所 みずほ信託銀行株式会社
本店証券代行部

株主メモ

株式に関するお手続のご案内
お取扱窓口

証券会社などに口座をお持ちの場合、住所変更など
の各種お手続は、口座を開設されている証券会社な
どにてお願いいたします。
証券会社などに口座をお持ちでない場合（特別口座の
場合）には、下記のお取扱店にてお取扱いいたします。
なお、支払明細の発行、未払配当金及び未払交付金
等に関するお手続につきましては、みずほ信託銀行の
下記連絡先にお問い合わせください。

お問い合わせ先
〒168-8507　東京都杉並区和泉2-8-4
みずほ信託銀行株式会社　証券代行部

0120-288-324（フリーダイヤル）
（土・日・祝日を除く平日9：00～17：00）

お取扱店
みずほ信託銀行株式会社 本店及び全国各支店
みずほ証券株式会社 本店及び全国各支店

＊ 未払配当金及び未払交付金等につきましては、株主名簿管理人 みず
ほ信託銀行株式会社 0120-288-324（フリーダイヤル）までお問
い合わせください。

株価と主要指標との比較（2014年10月～ 2015年9月）

発行可能株式総数
普通株式 3,600,000,000株
甲種類株式 1株

株主数及び発行済株式の総数
普通株式 42,018名／1,462,323,600株
甲種類株式※ 1名（経済産業大臣）／1株
※ 当社定款においては、経営上の一定の重要事項の決定につ

いて株主総会または取締役会の決議に加え、甲種類株主総
会の決議が必要である旨が定められております。

2014年10月を100として、各指標の動きを指数化して比較しています。
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